
の運営などの状況浦 安 市 人 事 行 政
　「浦安市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、
令和４年度の職員数や給与などの状況をお知らせします。詳しくは、
市ホームページをご覧ください。

職員の任免と職員の数

※ 一般職の職員数で、派遣
職員などを含み、臨時ま
たは非常勤職員を除く

職員数（各年４月１日現在）
年　度 職員数（人） 対前年度増減数（人）
平成31年 1380 △1
令和 ２年 1396 16
令和 ３年 1379 △17
令和 ４年 1374 △5
令和 ５年 1387 13

再就職状況の公表
年　度 再就職者届出件数
令和４年度 2件

※ 退職者のうち、管理職の地位に就いて
いた職員が、離職後２年の間に営利企
業などに再就職した際の届出の件数

職員の採用・退職者数（令和４年度）
採用者数

職　種 人　数
一般事務 34人
土 木 2人
司 書 2人
保 健 師 2人
保 育 士 7人
幼稚園教諭 4人
社会福祉士 1人
消 防 11人
教員など 11人

再任用（フルタイム） 26人
合 計 100人

退職者数
事　由 人　数
定年退職 36人
勧奨退職 6人
普通退職 28人
教員など 9人

再任用（フルタイム） 9人
合 計 88人

職員の給与

区　分（一般行政職）
大学卒 高校卒

19万1700円 15万8900円

職員の初任給（令和５年４月１日現在）

一般職 再任用

支給
割合

期末 2.40カ月分 1.35カ月分
勤勉 2.0カ月分 0.95カ月分
計 4.40カ月分 2.30カ月分

支給実績（４年度決算） 22億  311万円
１人当たり年間平均支給額 154万4958円

加算措置 職制上の段階、職
務の級などによる

※ 期末・勤勉手当は、民間企業の賞与などに相当するもの

期末手当・勤勉手当（令和４年度）

※ 人件費は、一般職職員に支給す
る給与と市長や議長などの特別
職に支給する給料、報酬、手当
のほか、共済費（社会保険料の
事業主負担分）などの合計

人件費（令和４年度普通会計決算）
歳出額（Ａ） 688億7096万円
人件費（Ｂ） 131億8872万円

人件費率（Ｂ／Ａ） 19.1％
（参考）３年度の人件費率 18.1％

※ 普通会計とは、浦安市で
は、一般会計と墓地公園
事業特別会計の２つの会
計のこと

職員給与費（令和４年度普通会計決算） 
職員数Ａ 1320人

給
与
費

給　　料 49億6557万円
職員手当 16億7168万円

期末・勤勉手当 21億2034万円
計（Ｂ） 87億5759万円

一人当たり給与費（Ｂ／Ａ） 663万4538円

※１　幼稚園教諭　※２　給料月額と毎月の諸手当の合計

職員の平均給料月額、平均給与月額、平均年齢（令和５年４月１日現在）
区　分 平均給料月額 平均給与月額（※２） 平均年齢
一般行政職 32万  400円 38万8882円 43.1歳
技能労務職 32万6400円 37万1725円 58.2歳
教育職（※１） 32万9500円 39万2384円 40.3歳

時
間
外

勤
務
手
当

支給実績 支給職員１人当たり平均支給年額
４年度決算 5億2370万円 49万4523円
３年度決算 4億6373万円 43万7486円

地
域
手
当

支給実績（４年度決算） 6億4933万円 支給対象
地域 支給率 支給対象

職員数
国の制度
（支給率）支給職員１人当たり平均

支給年額（４年度決算） 45万6632円 浦安市 12％ 1437人※ 12％
※特別職、再任用職員を含む

職員手当（令和５年４月１日現在）

区　分 月　額 期末手当 退職手当

給
料
市 長 100万円 （令和４年度）

 6月期 2.150
12月期 2.250

100万円×在職月数×35/100（1期の手当額1680万円）
副市長 83万円   83万円×在職月数×25/100（1期の手当額  996万円）
教育長 75万円   75万円×在職月数×20/100（1期の手当額  540万円）

報
酬
議 長 63万円 （令和４年度）

 6月期 2.150
12月期 2.250

副議長 56万円
議 員 52万円

※ 特別職の給料、報酬などは平成９年４月１日から、退職手当は平成19年４月１日からの
適用

特別職の報酬など（令和５年４月１日現在）

そ
の
ほ
か
の
主
な
手
当

手
当
名

内容・支給単価 国の制度と
異なる点

支給実績
（４年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（４年度決算）

扶
養
手
当

●配偶者
　（行政職７級以下）6500円
　（行政職８級）3500円
●子１万円
●そのほか親族１人
　（行政職７級以下）6500円
　（行政職８級）3500円
● 満16歳の年度初めから満22
歳の年度末まで子１人5000
円加算

なし 1億  630万円 21万9628円

住
居
手
当

● 借家の場合（家賃１万6000
円を超える場合に限る）家賃
の額に応じて月額２万8000
円を限度に支給（市内居住者
は月額5000円を加算）

支給額上限 1億1158万円 32万4360円

通
勤
手
当

●月額５万5000円限度
●電車６カ月定期相当額支給
●バス定期相当額支給
● 自転車・自家用車などを使
用する場合、距離に応じて
2000円から３万3100円ま
で支給

交通用具
利用時の
支給区分

1億  288万円 9万9883円

勤務時間 勤務時間帯
１週間 １日 始業時間 終業時間 休憩時間

38時間45分 ７時間45分 午前８時30分 午後５時 午後０時15分～午後１時

勤務時間

職員の勤務時間そのほかの勤務条件

区　分 分限処分（単位：人） 懲戒処分（単位：人）
免職 降任 休職 降給 合計 免職 停職 減給 戒告 合計

計 0 0 18 0 18 0 0 0 0 0
※ 分限処分は、勤務実績不良、心身の故障などの事由によってその職責を十分に果たせな
いなどの場合に行われる処分で、公務能率の維持を目的に行うもの
※ 懲戒処分は、職員に一定の義務違反に対する道義的責任を問い、公務における規律と秩
序を維持することを目的に行うもの

職員の分限と懲戒

勤務条件に関する措置の要求の状況 ０件
不利益処分に関する不服申し立ての状況 ０件

※ 公平委員会は、職員の勤務条件に関する措置
の要求や職員に対する不利益処分を審査し、
必要な措置を講ずるなどの事務を処理する

公平委員会の業務（令和４年度）

上場株式等の配当所得等および
譲渡所得などに係る課税方式の統一

　令和５年度（令和４年分）以前は所得税と市民税
・県民税で異なる課税方式（源泉分離課税、総合課
税、申告分離課税）を選択することができました
が、令和６年度（令和５年分）以降の市民税・県民
税については、所得税と課税方式を一致させること
となります（令和４年度税制改正）。

森林環境税（国税）の課税
　国内に住所を有する個人に、市・県民
税（個人住民税）の均等割と併せて年間
1000円が賦課徴収されます。
　東日本大震災復興基本法に基づき、平
成26年度以降、復興特別税として均等
割に年間1000円が加算されていました
が、令和５年度で終了となります。

国外居住親族に係る扶養控除などの見直し
　30歳以上70歳未満の日本国外に居住している親族に
ついて、次のいずれにも該当しない場合は扶養控除の適
用対象から除外されます。
▶ 留学により国内に住所および居所を有しなくなった方
▶ 障がい者
▶ 扶養控除などを申告する納税義務者から、その年にお
ける生活費または教育費に充てるための支払いを38
万円以上受けている方

個人住民税の主な改正 ID 1041102市民税課 ☎712・6212問令和６年度からの
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